




























































































































































































































































































































Kodak Sears Thompson 
経営特質（注ａ）
創業年
資本金（1929）
技能の質
利益分配制
安定的雇用
組織化攻勢
1881 
$60billion 
半熟練
1912-
Ｙｅｓ 
一貫してなし
1886 
$30billion 
パートタイマー４割
年金基金1916-
Ｙｅｓ 
拮抗して成功
1901 
？ 
半熟練
戦後に充実
Ｙｅｓ 
会社組合で対抗
国内雇用規模(人）
１９３５ 
１９４５ 
１９５５ 
(注ｂ）
1７，８４０ 
４５，０００ 
５０，９００ 
４９，５００ 
１０３，１００ 
１７８，８００ 
２，５１０ 
９，０００ 
２１，２００ 
1930年代の雇用変化率（注ｃ）
1929→3３1.19/0.95 
1929→3９1.89/0９０ 
1.19/1.09(0.91） 
175/1.24(1.07） 
1.09/087 
1.74/0.88 
(注ｄ）
０．９８ 
０．９９ 
１０１ 
０．９２ 
１．３０ 
１．４０ 
相対利益比率
1936-40 
1941-45 
1946-50 
1951-55 
1956-60 
1961-65 
1.17(1.47） 
1.18(1.21） 
1.52(1.34） 
148(1.44） 
1.55(1.49） 
3.03(159） 
０．７２ 
０．５７ 
０．７３ 
０７５ 
０．７４ 
１４４ 
(注）（ａ）
（ｂ） 
に）
訳書ｐｐ･'05,106,111,113,164,165,167,179,244-46,314による。
訳書ｐ､７２による。
分子に各社の雇用変化率，分母に化学産業，チェーンストア（括弧内は小売
業)，および乗用車．トラック製造業それぞれの雇用変化率を記載。訳書ｐ､９３に
よる。
年間売上高純利益率の，化学産業，通信販売業（括弧内は小売業)，および自動
車部品工業それぞれの平均値に対する比率。訳書ｐ､８７による。
(ｄ） 
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供たちに対しても安定志向を植えつけることになったという。）また内部
昇進があり，経営陣は，自分たちが内部昇進者であることを誇りにしてい
た（74-75)。
福利プラン
社内福祉制度充実の動機は，いずれも従業員帰属意識（corporatesoli‐
darity）の構築にあったが，そのきっかけはさまざまで，シアーズの仕組
みが三社中もっとも早熟だった。帰属意識高揚のためには，態度調査，イ
ンターヴュー，計量社会学，マス・コミュニケーション手法，カウンセリ
ングなど，当時はやりの行動科学を利用したところに特徴があり，その結
果，産業と学界との間の絆が出来た。（もっとも，労働経済学者と社会学
者とは，行動科学者による産学協力の動きに概して批判的だった｡）
会社組合
ワグナー法の下で会社組合を非合法とする連邦政府は批判的だったが，
実際に会社組合が結成されたのはトムソンだけであった。
企業価値観
三社のいずれも，創始者の家族所有ではなかったものの，白人男`性優
位，伝統的アメリカ主義，反リベラリズム，反組合主義，強力な経営リー
ダーシップ下の企業文化など，メンタリティーの上では同族経営と共通の
ものがあった。コダックの創始者イーストマン（GeorgeEastman）はヤ
ンキー労働観を奉じ，組合は疫病神で私有財産制の冒涜だと考えていた
し，1920年代後半以降シアーズを率いたウッド将軍（(RobertEWood）
と1933年以後のトムソンの社長クロフォードとは，徹底した保守主義，東
部文化や財界エリート嫌い，反組合主義などで共通していた。
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Ⅳ 
この書を通読して今更ながら感ずるのは，労使関係にも歴史の波が強く
反映しているという当然の事実である。２０世紀初頭に始まる米国産業別組
合主義の隆盛は，巨大産業の時代の到来を機に始まった。工業化に必要な
良質の鋼材を供給する巨大鉄鋼業に始まり，次いで標準化された互換性部
品を利用する大量生産方式（流れ作業）による機械工業，そして連続生産
に携わる装置産業としての化学工業が次々に登場したからである。このプ
ロセスが進行すると，従来の職人型熟練に代わって，単能型の半熟練工が
生産工程従業者の大半を占めるようになった。こうして，ＣＩＯ(Congress
oflndustrialOrganization，産業別労働組合会議）が結成される下地が準
備された。ＣＩＯは，以上のような巨大産業を律する生産技術の体系を支
える半熟練工たちを主要なメンバーとして産業別に結成されたのである。
現代日本の組合とは構造が違い，全国組合に権力が集中し，その一翼を担
う各地の地方組合（ローカル）がその下部組織を構成する。ＡＦＬ
(AmericanFederationofLabor）とは異なり，職種別の労働供給を制御
する力は持たず，その交渉力の淵源はもっぱら製品市場が寡占的であると
ころに由来する。産業別組合の労働条件をめぐる交渉力は，その組合との
交渉にあたる企業が製品価格の決定にどれだけ影響力をもつか（つまり寡
占的であるか）に依存する。この意味では，２０世紀米国の労働組合は経済
動向のペース・セッターではあり得ず，あくまでも企業による経済支配へ
の拮抗勢力たるところにその本質があった。
労働運動におけるこの新しい展開は，1930年代のニューデイール政策に
よって少なからず「下支え」された。とりわけ，1935年に制定されたワグ
ナー法とその執行母体であるＮＬＲＢとは企業による不当労働行為を厳し
く規制したので，労働関係において，経営者はしばしば受身に立たされる
ことになったからである。
「会社荘園制」の過去・現在・未来３５５
第二次大戦直前から1960年代前半に至るまでのアメリカ合衆国で，労使
関係研究が隆盛をみたのは，以上の史的展開があってのことであった。労
働法をめぐる判例やＮＬＲＢによる仲裁の裁定の結果を追うだけでも興味
の尽きない研究材料が提供されたからである。そこでは，労使関係を構成
する制度的環境（寡占的製品市場，産業別組合組織，労働法の存在とその
運用など）は当然の前提として，労使交渉がとりあげる新たなトピックス
を追い，また労使交渉の結果とその効果を分析するところに多大の関心が
寄せられた。労使交渉の結果は賃金水準を左右するので，景気予測からみ
ても関心が寄せられた。
この過程では，アメリカの製造工業には組合の盛隆期でも半数以上にの
ぼる未組織部分があることはあまり念頭に浮かばなかった。それどころ
か，未組織部門にときたまみられる職場単位の組合は，「カンパニー･ユニ
オン」という侮蔑をこめた名前で呼ばれた。－企業を単位とする組合は経
営者の薬篭中の存在となりやすく，労働者の利害~それは経営側の目標
とは真っ向から対立する－と到底一致するはずがないと考えられたから
である。（もっとも，かつてコモンズ（JohnCommons）は，会社組合が
｢労働者の誠実と能力発達と良識ある分別」に立脚するのであれば存在の
価値があると説いたという。実際，まやかしでない会社組合もあった（44
-47)。しかし，そのような「事実」は，おおむね忘れ去られた｡）この文
脈の中でみるとき，日本の企業別組合は，組織の構造からいってまさに会
社組合そのものであって，「正統的な」労使関係論からすれば異端の存在
だし，強力な（つまり，産業全体の労働条件を律するような）交渉力は所
詮望むべくもないと考えられたのである。
Ｖ 
このようにみてくると，日本の戦後経済改革のプランが，アメリカのニ
ューディーラーたちによって策定されたことの意義は大きい。ポーツマス
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会議で戦後日本の占領政策が論議されたとき，その主流を構成したのはロ
ーズベルトの思想を帯する専門家たちだったから，戦後日本の労働法に
は，ワグナー法の影響が強かったのである。（法律のタイトルに「労働関
係」という語句が冠せられた一事にもそれが現われている｡）法律制定の
過程で末廣巌太郎博士が活躍されたことも，この結果に反映していよう。
しかも，金融政策や産業政策とは異なり，労働立法については第二次戦前
や大戦中に制度化された部分はきわめて少なかった。だから，ワグナー法
は，いわば白紙に近いところに黒々と書かれたのだともいえる。日米間で
類似が明白なのは不思議ではない(5)。
ジャコビー氏のいうように，第２次大戦後の労使関係研究が組織部門に
重点をおいたことによって見逃した重要な論題が少なくとも－つある。産
業の現場における人々の行動や心理の実態を調べることによって労働意欲
の改善や労働効率の向上にあらたな資料を提供する諸活動がそれである。
テイラー流の労働科学（動作研究）は，たんなる労働駆り立て－したが
って経営者本位の儲け主義一にすぎないとして，労使関係研究の正統派
(少なくとも経済学派あるいは，労働運動専門の正統派）からは軽視され
た。たしかにこれらの行動科学は，組合嫌いの，あるいは組合勢力の拡大
を阻止せんとする経営者たちによって利用されることが多かった。けれど
も，これら行動科学が解明した職場の現状（あるいは働く者自身の問題や
関心の実像）のなかには，労使利害の対立を超えて注目すべき新しい発見
があった。経営者たちがその成果を応用して成功したのは，行動科学の貢
献に純粋なものが含まれていたからこそである。組合側とリベラル派の知
識人たちがこの点を無視したのは早計だった。
この点に関連して，戦時態勢との関連で見落とせない論点がもう一つあ
る。すなわち，行動科学による労働意欲改善の研究とその政策的含意と
は，第二次大戦期の米国陸海軍によって注目され，広く採用されたとい
う事実である（374)。リッカート（RensisLickert）やレヴイン（Kurt
Lewin）などの名前もこの文脈で登場する（525-56)。これらのフイール
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ド研究の結果は，軍隊のマネジメントや作戦の遂行はいうまでもなく，組
織運営一般にも応用された。このような経緯で，中間管理職の訓練マニュ
アルや産業内訓練（TrainingWithinlndustry,ＴＷＩ）の手法などが開発
された。これらは，いずれ占領軍を通じて日本の実業界にも紹介されるこ
とになる。そしてこれらの方法は，戦後の日本における労務管理者たちに
吸収されまた活用された。（もちろん，日本の会社文化に適合させるべく，
さまざまな調整や修正が施されることが多かったようだ｡）
戦後日本が欧米（とくに米国）から導入したのが，生産技術だけではな
く，それを核としつつも，生産現場（事務職も含めて）の組織運営法や管
理技法など（おそらくは財務管理にいたるまで）の経営管理技術であった
ところに，高度成長が花開いた理由の一端がある。しかもこれらの原理
は，まったくの更地に輸入されたのではなかった。戦間期の日本の職場管
理者たちは，戦時態勢の維持運営に苦労するなかで，大量生産（当時の言
葉づかいでは多量生産）に適した管理技法の必要性に目覚めていた。新し
い種は，すでに耕されつつあった土壌に播かれたのである。
このように，２０世紀の日本の経営思想（そしてそれに関連する社会思
想，ひいては社会科学のあり方）は，意識するとしないとにかかわらず米
国の社会思想のうねりのなかにあって，あたかも大波のなかに浮かぶ小舟
のように揺れてきた。そのなかで独自性と主体性とを保ち，なおかつ日米
関係を友好的に発展させねばならないとするなら，日本の労使が自律'性を
獲得することが肝要である。
《注》
（１）たとえば，MasahikoAoki,Ｉ>Z/b”α加"’んcc"ﾉﾉ"Cs,α〃BmgZz/"ﾉﾌﾞＺｇ
ｉ〃肋cﾉlZPα"escao"o"Zy,Cambridge:CambridgeUniversityPress,１９８８
に展開された日本型経'営システム論。
（２）ＭＯＣノセ”Ｍｚ"oﾉＧＪ/Ｍ/b形Ｃt功伽/ｊｍｏｚｓｉ"ｃｃ仇ＢＭＺ(ﾉDCaLPrinceton：
PrincetonUniversityPress,１９９７（内田一秀，中本和秀，鈴木良始，平尾
武久，森杲訳，北海道大学図書刊行会，1999年)．
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（３）Ｅ”/Ｄｙ”c"tBz`だα"cmCyjfﾉMz"仰心Ｕ）zjo"ｓα〃ﾉﾉｂｃＴｍ"q/１Ｗ"czがo〃
ｑ／Wil戒ｊ〃Ａ”e”cα〃んz1bMCy,I900-Z兜ａＮ.Ｙ:ColumbiaUniversity
Press,1985（邦訳『雇用官僚制：アメリカの内部労働市場と“良い仕事”
の生成史』荒又重雄・木下順・平尾武久・森杲訳，北海道大学図書刊
行会，1989年)．ちなみに筆者によるこの書の書評は，「社会経済史学ｊ５７
巻1号（1991年４月号）に掲載されている。
（４）本稿の姉妹篇が，『社会経済史学』６８巻４号（2002年11月号）の書評欄
にある。
（５）竹前栄次「証言日本占領史：ＧＨＱ労働係の群像」岩波書店，1983年参
照。
